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「核融合開発における産業界の立場と役割」

第三次報告書

概要：核融合開発の現状を把握し、産業界における現状と課題、

今後のあり方を報告

報告内容：

第１章 核融合エネルギー開発の位置付け

第２章 核融合開発の進展

第３章 欧米の核融合開発との比較

第４章 産業界が果たしてきた役割

第５章 産業界における核融合開発環境をめぐる現状と課題

第６章 今後の展開に向けて

主な概要を紹介
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我が国の核融合開発

核融合開発に関する国の方針：

○ 1956年9月原子力委員会より報告された「第１回原子力開発長期利用計画」

以来、一貫して「核融合」はエネルギー開発の位置付けである。

産業界のとらえ方：

○「核融合はエネルギー開発」と理解するものの、以下への留意が必要：

１）核融合による発電は未だ実現・実証されていない

２）本当に実用化可能かどうかも議論の対象

３）若手技術者、研究者の育成が必要

我が国の核融合研究開発の特長：

○ 目標を定めたエネルギー開発研究から学術的基礎研究までを幅広く包含し、

多くの研究機関が役割を分担しながら多様な研究開発を展開

○ 世界の核融合開発をリードする国の１つ
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産業界の果たしてきた役割

(１) 産業界は、核融合草創期より国内開発計画に協力。

(２) JT-60、LHD等の大型装置建設にも積極的に関与。機器製作ばかり

でなく、基本設計、システム統合技術などにも深く関与。

(３) ITER計画にも主要R&D試作、設計、ITER中央チームへの多数の技術

者派遣などで貢献。

ＥＤＡ

（７年）

ＥＸ－ＥＤＡ

（３年）
総計

原研職員 114 39 153
メーカー 114 56 170
総計 228 95 323

EDA期間中の日本から研究者・技術者の派遣数

原研職員と
同数程度の派遣
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欧州の核融合開発との比較（1/2）

施策 ○原則、単年度予算による
開発執行

○特に直接的連携無し
（原産協会等の自主的提案

が中心）

○システム統合含む全建設
○性能仕様による発注

○国内企業への性能仕様で
の発注

○複数年予算の確保による
計画的な開発の執行

○核融合産業委員会(CFI)設
置によるEU核融合プログ
ラムとの連携を構築

○構造仕様による単品機器
の発注（統合はJET実施）

○EU域内企業への構造仕様
での発注

○コンソーシアム等にて対
応(複数年予算等の配慮に
基づき、中期的計画対応)

日本 欧州

JT-60/JET建設

ITER-EDA

施策側との連携
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欧州の核融合開発との比較（2/2）

日本 欧州
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核融合予算の推移
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電工会資料
2003/11/12 核融合研究開発基本問題検討会

基礎研究開発も含めた着実、継続的な開発活動

複数年予算の確保による計画的な開発の執行

核融合に関する売り上げと政府予算の推移
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産業界における現状と課題

国の産業界への期待

産業界の現状：核融合開発市場の縮減による影響

ITERとBAに向けた産業界の課題

ITER建設へ向けての留意点

今後の核融合研究開発への産業界の考え
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国の産業界への期待*

(1)原型炉に向けた製造技術の確立と経済合理性の追求のため、

ITERを中心とした核融合機器の製造技術の蓄積・向上に努める

こと。

(2)今後の研究開発における産業界の知見と技術の活用と維持･発

展の重要性に鑑み、長期的な研究開発計画の下で産業界の積極

的参加が得られるよう配慮して研究開発を進める。

(3)原型炉の設計や核融合炉の実用化の検討については、産業界関

連機関、製造業、電力業界の参画に期待する。

*原子力委員会 核融合専門部会の「今後の核融合研究開発の推進方策について」(2005年10月)
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産業界の現状：
核融合開発市場の縮減による影響(1/2)

国内核融合予算と産業界の核融合技術者の推移
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JT-60U建設
ピーク

約３５０人年
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*：5期に分け、ピーク数を提示

電工会６社の核融合従事者数（設計・製造を含む）*

JT-60建設ピーク
約５００人年

現在
約５０人年

日本の核融合予算

大部分が
装置運転費

EDA-Ex
ピーク
約１００人年

予算の縮減

従事者数の縮減
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産業界の現状：
核融合開発市場の縮減による影響(2/2)

(1) 日本の核融合研究開発は、基本的に政府の科学技術予算により推進されてきた

ため、核融合市場の観点からは、そのほとんどを政府予算に依存 。

メーカーの核融合売上高は、ここ5年にて大幅縮小しているため、核融合従

事者が激減。

単発かつ長期に亘る開発(少ない装置建設機会等)であるため、技術の空白

期間が生じ、技術継承が難しくなった。

(2) 核融合エネルギー開発のような長期に亘る国の開発計画への産業界の参加・協

力への環境が必ずしも整っていない。

国の開発計画、体制が明確であり、国家予算の裏付けがあることが前提と

なり、保有している核融合技術者や製造技術などの維持・継続の可否も経

営判断される。



12日本原子力産業協会

ITERとBAに向けた産業界の課題

今後10年間:

ITER建設と「幅広いアプローチ(BA)計画」が同時進行

産業界の課題：

(1) 現有の技術者数、設備だけでは即応できない可能性が高い。

増強には将来の活用シナリオが明確であることが必須。

(2) 技術維持・継承が十分にできない可能性が高い。

単発かつ長期に亘る開発(少ない装置建設機会等)では、技術開発の継続

が途絶えると、技術者が散逸(及びリタイア)してしまう。また、若手技術

者を育てる機会が少ない。

(3) 材料の入手性・調達性（長納期化と高騰化）について十分な配慮が必要。
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ITER建設へ向けての留意点 (1/2)

(1)国際協力によるITER建設において、日本の役割は主にITER機構に機

器を物納することと職員派遣を通じてシステム統合技術の獲得を図

ることとされているが、我が国としての核融合技術蓄積を展望した

場合、それで十分なのか精査が必要。

(2)ITERで製作担当できない機器の設計・製作ノウハウの取得が十分か?

(3)トリチウムに深く関与する安全設計技術や許認可に関する一連の作

業など、将来の原型炉に向けて必要な技術は、主としてITER機構と

ホスト極に経験・蓄積されるだけで良いのか？
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ITER建設へ向けての留意点 (2/2)

(5)また、そのような人材はITER機構で得た経験をもとに国内原型炉設

計で有効に活用する必要があるので、産官学全体の視点から具体的

な派遣を検討する必要がある。

(6)派遣について産業界がどこまで協力できるかは、国としての技術派

遣計画が明確となった上で判断 される。

(4)ITER機構に職員派遣を通じて種々の技術（国内製作担当しない機器

の製作技術、システム統合技術、核融合プラントエンジニアリング、

建設ノウハウ、許認可対応など含む）獲得を図ることについては、

どの技術を、どのような人材をどの部門にどの程度、派遣させるの

か明らかにする必要がある。
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核融合開発の今後の展開に向けて
-産業界の考え(1/2)-

(1)核融合発電は未だ実証されていない状況ではあるが、エネルギー開

発であるからこそ、現時点においても実用化を視野に入れて計画・

推進が必要と考えている。

ITER建設後の実験成果により原型炉開発の可否が判断されると理

解しているが、ITER研究開発における技術と人材は原型炉開発に資

するものである。

(2)核融合開発は環境負荷の低減、エネルギーセキュリティーの観点か

ら重要であると認識しつつ、チャレンジングな技術*の集合体である

ことを考え、日本が世界をリードできるようこれまで通り貢献して

いく。
*超伝導、耐電磁力構造、低放射化材料、等のハイテク技術の集大成、巨大システム統合技術など
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核融合開発の今後の展開に向けて
-産業界の考え(2/2)-

(3)日本として原型炉を見据えた維持すべき技術を関係機関と明確にす

るとともに、それを実行する上で必要な施策については適宜、国へ

提案していく。

(4)核融合開発を今後も効率的に推進していくには定期的なチェック＆

レビューが必要とされているが、産業界もチェック＆レビューに参

加し、評価できる能力を確保していく。
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終わりに

産業界は、核融合開発草創期より国内開発計画に協力してきた。

また、今後実用炉設計の段階に入ると、産業界の果たすべき役割

がさらに要求されるものと認識する。

しかしながら、開発の単発化・長期化から、産業界のおかれた環

境は、技術継承、人材確保などの点で厳しい状況にある。

今後10年間に亘るITER建設およびBAの開始を前に、産業界への参

画体制、技術継承等の期待と取組み等に関する議論を期待する。
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